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障 害 者 自 立 支 援 法 に 基 づ く 指 定 障 害 者 支 援 施 設 等 の 人 員 、 設 備  

及 び 運 営 に 関 す る 基 準 に つ い て  

                             平成19年 １ 月26日  障発第 0126001号           

                         一部改正平成20年 ３ 月31日  障発第 0331020号 

一部改正平成21年 ３ 月31日  障発第 0331033号 

                          各都道府県知事宛  厚生労働省社会 ・ 援護局障害保健福祉部長通知 

   

 障害者自立支援法 （ 平成 １ ７ 年法律第 １ ２ ３ 号 。 以下 「 法 」 と い う 。） 第 ３ ８ 条第 １ 項 、 第 ４ ４ 条及び第 ４ ６ 条第 ２ 項の規

定に基づ く 「 障害者自立支援法に基づ く 指定障害者支援施設等の人員 、 設備及び運営に関する基準 」 （ 以下 「 基準 」 と い

う 。） については 、 平成 １ ８ 年 ９ 月 ２ ９ 日厚生労働省令第 １ ７ ２ 号を も っ て公布され 、 平成 １ ８ 年 １ ０ 月 １ 日から施行された

と こ ろであるが 、 基準の趣旨及び内容は下記のと お り であるので 、 御了知の上 、 貴管内市町村 、 関係機関等に周知徹底を図る

と と もに 、 その運用に遺憾のないよ う にされたい 。   

                            記  

第一  基準の性格  

１  基準は 、 指定障害者支援施設等が法に規定する便宜を適切に実施するため 、 必要な最低限度の基準を定めた ものであ り 、

指定障害者支援施設等は 、 常にその事業の運営の向上に努めなければな ら ないこ と 。   

２  指定障害者支援施設等が満たすべき基準を満た さ ない場合には 、 指定障害者支援施設等の指定又は更新は受けられず 、

また 、 基準に違反する こ とが明らかにな った場合には 、 ①相当の期間を定めて基準を遵守するよ う 勧告を行い 、 ②相当の

期間内に勧告に従わなかった と きは 、 設置者名 、 勧告に至った経緯 、 当該勧告に対する対応等を公表し 、 ③正当な理由が

な く 、 当該勧告に係る措置を採ら なかった と きは 、 相当の期限を定めて当該勧告に係る措置を採るよ う 命令する こ とがで

き る ものである こ と 。 また 、 ③の命令を し た場合には設置者名 、 命令に至った経緯等を公示し なければな ら ない 。 なお 、

③の命令に従わない場合には 、 当該指定を取り消すこ と 、 又は取消し を行 う 前に相当の期間を定めて指定の全部若し く は

一部の効力を停止する こ と （ 不適正なサービスが行われている こ とが判明し た場合 、 当該サービスに関する介護給付費又

は訓練等給付費 （ 以下 「 介護給付費等 」 と い う 。） の請求を停止させる こ と ） ができ る 。 ただ し 、 次に掲げる場合には 、

基準に従った適正な運営ができな く な った ものと し て 、 直ちに指定を取り消すこ と又は指定の全部若し く は一部の効力を

停止する こ とができ る ものである こ と 。   

（ １ ） 次に掲げる と きその他の指定障害者支援施設等が自己の利益を図るために基準に違反し た と き  

①  施設障害福祉サービスの提供に際し て指定障害者支援施設等に入所する者又は当該指定障害者支援施設等に通所

する者 （ 以下 「 利用者 」 と い う 。） が負担すべき額の支払を適正に受けなかっ た と き  

②  相談支援事業を行 う 者若し く は他の障害福祉サービスの事業を行 う 者又はその従業者に対し 、 利用者又はその家

族に対し て事業者による指定障害福祉サービスを利用させる こ との代償と し て 、 金品その他の財産上の利益を供与

し た と き  

③  相談支援事業を行 う 者若し く は他の障害福祉サービスの事業を行 う 者又はその従業者から 、 利用者又はその家族

に対し て特定の事業者による指定障害福祉サービスを利用させる こ との代償と し て 、 金品その他の財産上の利益を

収受し た と き  

（ ２ ） 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがある と き  

（ ３ ） その他 （ １ ） 及び （ ２ ） に準ずる重大かつ明白な基準違反があった と き  

３  指定障害者支援施設等が 、 運営に関する基準に従っ て事業の運営をする こ とができな く な った こ と を理由と し て指定が

取り消され 、 法に定める期間の経過後に再度当該施設等から指定障害者支援施設等について指定の申請がな された場合に

は 、 当該施設等が運営に関する基準を遵守する こ と を確保する こ と に特段の注意が必要であ り 、 その改善状況等が確認さ

れない限り指定を行わないものとする こ と 。   

第二  総論  

１  事業者指定の単位について  

（ １ ） 従たる事業所 （ 昼間実施サービスの場 ） の取扱いについて  

指定障害者支援施設の指定等は 、 原則と し て施設障害福祉サービスの提供を行 う 障害者支援施設ご と に行 う ものと

するが 、 障害者支援施設で行 う 昼間実施サービス （ 生活介護 、 自立訓練 （ 機能訓練 ）、 自立訓練 （ 生活訓練 ）、 就労

移行支援 、 就労継続支援 Ａ 型及び就労継続支援Ｂ型 ） については 、 次の①及び②の要件を満たす場合については 、 当

該障害者支援施設内の 「 主たる事業所 （ 昼間実施サービスの場に限る 。 以下同じ 。）」 のほか 、 一体的かつ独立し た 

サービス提供の場と し て 、 当該障害者支援施設と異なる場所に一又は複数の 「 従たる事業所 （ 昼間実施サービスの場

に限る 。 以下同じ 。）」 を設置する こ とが可能であ り 、 これら を一の障害者支援施設と し て指定する こ とができ る取扱

い とする 。  

①  人員及び設備に関する要件  

ア  「 主たる事業所 」 及び 「 従たる事業所 」 の利用者の合計数に応じ た従業者が確保されている と と もに 、 「 従た

る事業所 」 において常勤かつ専従の従業者が １ 人以上確保されている こ と 。   

イ  「 従たる事業所 」 の利用定員が障害福祉サービスの種類に応じ て次のと お り である こ と 。   

（ Ⅰ ） 生活介護 、 自立訓練 （ 機能訓練 ）、 自立訓練 （ 生活訓練 ） 又は就労移行支援  ６ 人以上  

（ Ⅱ ） 就労継続支援 Ａ 型又は就労継続支援Ｂ型  １ ０ 人以上  

ウ  「 主たる事業所 」 と 「 従たる事業所 」 との間の距離が概ね ３ ０ 分以内で移動可能な距離であっ て 、 サービス管
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理責任者の業務の遂行上支障がないこ と 。   

②  運営に関する要件 

ア  利用申し込みに係る調整 、 職員に対する技術指導等が一体的に行われている こ と 。  

イ  職員の勤務態勢 、 勤務内容等が一元的に管理されている こ と 。 必要な場合には随時 、 主たる事業所と従たる事

業所との間で相互支援が行える体制 （ 例えば 、 当該従たる事業所の従業者が急病の場合等に 、 主たる事業所から

急遽代替要因を派遣でき るよ う な体制 ） にある こ と 。  

ウ  苦情処理や損害賠償等に際し て 、 一体的な対応ができ る体制にある こ と 。  

エ  事業の目的や運営方針 、 営業日や営業時間 、 利用料等を定める同一の運営規定が定められている こ と 。  

オ  人事 ・ 給与 ・ 福利厚生等の勤務条件等によ る職員管理が一元的に行われる と と もに 、 主たる事業所と当該従た

る事業所間の会計が一元的に管理されている こ と 。   

（ ２ ） 複数の昼間実施サービスを行 う 障害者支援施設において 、 昼間実施サービスを当該障害者支援施設と異なる場所で

実施する場合は 、 （ １ ） の①のイ及びウ並びに②の要件を満た し ている場合は 、 一の障害者支援施設と し て取り扱 う

こ とが可能である 。   

２  用語の定義 （ 基準第 ２ 条 ）   

（ １ ） 「 常勤換算方法 」   

指定障害者支援施設等の従業者の勤務延べ時間数を当該指定障害者支援施設等において常勤の従業者が勤務すべき

時間数 （ １ 週間に勤務すべき時間数が ３ ２ 時間を下回る場合は ３ ２ 時間を基本とする 。） で除する こ と によ り 、 当該

障害者支援施設等の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をい う ものである 。 この場合の勤務延べ時間

数は 、 当該施設障害福祉サービスに従事する勤務時間の延べ数である こ と 。   

（ ２ ） 「 勤務延べ時間数 」   

勤務表上 、 施設障害福祉サービスの提供に従事する時間と し て明確に位置づけられている時間又は当該施設障害福

祉サービスの提供のための準備等を行 う 時間 （ 待機の時間を含む 。） と し て明確に位置付けられている時間の合計数

とする 。 なお 、 従業者 １ 人につき 、 勤務延べ時間数に算入する こ とができ る時間数は 、 当該指定障害者支援施設等に

おいて常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とする こ と 。   

（ ３ ） 「 常勤 」   

指定障害者支援施設等における勤務時間が 、 当該指定障害者支援施設等において定められている常勤の従業者が １

週間に勤務すべき時間数 （ １ 週間に勤務すべき時間数が ３ ２ 時間を下回る場合は ３ ２ 時間を基本とする 。） に達し て

いる こ と をい う ものである 。   

当該指定障害者支援施設等に併設される事業所の職務であっ て 、 当該指定障害者支援施設等の職務と同時並行的に

行われる こ とが差し支えない と考え られる ものについては 、 それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務す

べき時間数に達し ていれば 、 常勤の要件を満たすものである こ と とする 。   

例えば 、 指定障害者支援施設と指定短期入所事業所が併設されている場合 、 当該指定障害者支援施設の管理者と指

定短期入所事業所の管理者と を兼務し ている者は 、 その勤務時間の合計が所定の時間に達し ていれば 、 常勤要件を満

たすこ と と なる 。   

（ ４ ） 「 専ら従事する 」 「 専ら提供に当たる 」   

原則と し て 、 サービス提供時間帯を通じ て施設障害福祉サービス以外の職務に従事し ないこ と をい う ものである 。  

この場合のサービス提供時間帯とは 、 従業者の指定障害者支援施設等における勤務時間 （ 生活介護及び施設入所支

援については 、 サービスの単位ご との提供時間 ） をい う ものであ り 、 当該従業者の常勤 ・ 非常勤の別を問わない 。   

（ ５ ） 「 前年度の平均値 」   

①  基準第 ４ 条第 ２ 項における 「 前年度の平均値 」 は 、 当該年度の前年度 （ 毎年 ４ 月 １ 日に始ま り翌年 ３ 月 ３ １ 日を 

も っ て終わる年度とする 。 以下同じ 。） の利用者延べ数を開所日数で除し て得た数とする 。 この算定に当た っ ては 、

小数点第 ２ 位以下を切り上げる ものとする 。   

②  新たに事業を開始し 、 若し く は再開し 、 又は増床し た施設において 、 新設又は増床分のベ ッ ド に関し て 、 前年度

において １ 年未満の実績しかない場合 （ 前年度の実績が全 く ない場合を含む 。） の利用者の数は 、 新設又は増床の

時点から ６ 月未満の間は 、 便宜上 、 利用定員の ９ ０ ％を利用者数と し 、 新設又は増床の時点から ６ 月以上 １ 年未満

の間は 、 直近の ６ 月における全利用者の延べ数を当該 ６ 月間の開所日数で除し て得た数と し 、 新設又は増床の時点

から １ 年以上経過し ている場合は 、 直近 １ 年間における全利用者の延べ数を当該 １ 年間の開所日数で除し て得た数

とする 。 これに対し 、 減少の場合には 、 減少後の実績が ３ 月以上ある と きは 、 減少後の利用者の数の延べ数を当該

３ 月間の開所日数で除し て得た数とする 。   

ただ し 、 これらによ り難い合理的な理由がある場合には 、 他の適切な方法によ り利用者数を推定する ものとする 。   

③  特定旧法指定施設が指定障害者支援施設へ転換する場合の 「 前年度の平均値 」 については 、 当該指定を申請し た

日の前日から直近 １ 月間の全利用者の延べ数を当該 １ 月間の開所日数で除し て得た数とする 。 また 、 当該指定後 ３

月間の実績によ り見直すこ とができ る こ と とする 。   

第三  指定障害者支援施設等の人員 、 設備及び運営に関する基準  

１  人員に関する基準  

（ １ ） 従業者の員数 （ 基準第 ４ 条 ）   

①  生活介護を行 う 場合 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 １ 号 ）   

ア  医師 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 １ 号イ （ １ ））  

日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行 う 医師を 、 生活介護を利用する利用者の障害の特性に応じ て必要

数を配置し なければな ら ないものである こ と 。 なお 、 この場合の 「 必要数を配置 」 とは 、 嘱託医を確保する こ と
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を も っ て 、 これを満たすものと し て取り扱 う こ と も差し支えない 。   

イ  看護職員 、 理学療法士又は作業療法士及び生活支援員 （ 基準第 ４ 条第  １ 項第 １ 号イ （ ２ ））  

これらの従業者については 、 生活介護の単位ご と に 、 前年度の利用者の数の平均値及び障害程度区分に基づき 、

次の算式によ り算定される平均障害程度区分に応じ て 、 常勤換算方法によ り必要数を配置する ものである 。   

なお 、 平均障害程度区分の算定に当た っ ては 、 利用者の数から 、 法附則第 ２ ２ 条第 １ 項に規定する特定旧法受

給者 （ 以下 「 特定旧法受給者 」 と い う 。）、平成 １ ８ 年 ９ 月 ３ ０ 日において現に児童福祉法第 ４ ２ 条に規定する知

的障害児施設 、 同法第 ４ ３ 条の ３ に規定する肢体不自由児施設及び同法第 ４ ３ 条の ４ に規定する重症心身障害児

施設を利用し ていた者又は平成 １ ８ 年 ９ 月 ３ ０ 日において現に同法第 ７ 条第 ６ 項及び旧身体障害者福祉法第 １ ８

条第 ２ 項に規定する指定医療機関に入院し ていた者であっ て 、 生活介護又は施設入所支援の対象に該当し ない者

（ 以下 「 経過措置利用者 」 と い う 。） 又は生活介護以外の昼間実施サービスを利用する利用者は除かれる 。 （ 厚

生労働省告示第 ５ ５ ３ 号 「 厚生労働大臣が定める者 」 参照 ）   

（ 算式 ）   

｛（ ２ ×区分 ２ に該当する利用者の数 ） ＋ （ ３ ×区分 ３ に該当する利用者の数 ） ＋ （ ４ ×区分 ４ に該当する利

用者の数 ） ＋ （ ５ ×区分 ５ に該当する利用者の数 ） ＋ （ ６ ×区分 ６ に該当する利用者の数）｝／総利用者数  

なお 、 平均障害程度区分の算出に当た っ て 、 小数点以下の端数が生じ る場合には 、 小数点第 ２ 位以下を四捨五

入する こ と とする 。   

また 、 看護職員及び生活支援員については 、 それぞれについて最低 １ 人以上配置する と と もに 、 必要と される

看護職員及び生活支援員の う ち 、 １ 人以上は常勤でなければな ら ない 。   

ウ  機能訓練指導員 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 １ 号ハ ）   

理学療法士及び作業療法士を確保する こ とが困難な場合には 、 看護師のほか 、 柔道整復師 、 あん摩マ ッサージ

指圧師 、 言語聴覚士の日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するために必要な訓練を行 う 能力を有する者

を も っ て代える こ とができ る ものである こ と 。   

また 、 利用者の日常生活やレ ク リ エーシ ョ ン 、 行事を通じ て行 う 機能訓練については 、 指定障害者支援施設等

の生活支援員が兼務し て行っ て も差し支えない 。   

エ  サービス管理責任者 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 １ 号イ （ ３ ））  

サービス管理責任者は 、 利用者に対する効果的かつ適切な生活介護を行 う 観点から 、 適切な方法によ り 、 利用

者の解決すべき課題を把握し た上で 、 施設障害福祉サービス計画の作成及び提供し たサービスの客観的な評価等

を行 う 者であ り 、 利用者の数に応じ て必要数を置 く こ と と し た ものである 。   

また 、 指定障害者支援施設等の従業者は 、 原則と し て専従でなければな らず 、 職種間の兼務は認められる もの

ではない 。 このため 、 サービス管理責任者について も 、 施設障害福祉サービス計画の作成及び提供し た生活介護

の客観的な評価等の重要な役割を担 う 者であるので 、 これらの業務の客観性を担保する観点から 、 原則と し て 、

サービス管理責任者と直接サービスの提供を行 う 生活支援員等とは異なる者でなければな ら ない 。   

ただ し 、 利用者に対するサービス提供に支障がない場合は 、 サービス管理責任者が指定障害者支援施設等の他

の職務に従事する こ とができ る ものとする 。 この場合においては 、 原則と し て 、 兼務を行 う 他の職務に係る常勤

換算上 、 当該サービス管理責任者の当該他の職務に係る勤務時間を算入する こ とはできないものである こ と 。   

また 、 １ 人のサービス管理責任者は 、 最大利用者 ６ ０ 人までの施設障害福祉サービス計画の作成等の業務を行

う こ とができ る こ と と し ている こ とから 、 この範囲で 、 指定障害者支援施設等のサービス管理責任者が 、 指定共

同生活介護事業所若し く は指定共同生活援助事業所に置 く べきサービス管理責任者又は大規模な指定障害福祉サ

ービス事業所等において 、 専従かつ常勤のサービス管理責任者 １ 人に加えて配置すべきサービス管理責任者を兼

務する こ とは差し支えない 。   

（ 例 ） 利用者の数が ３ ０ 人の指定障害者支援施設におけるサービス管理責任者が 、 利用者の数が １ ０ 人の指定共同

生活介護事業所におけるサービス管理責任者と兼務する場合  

オ  生活介護の単位 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 １ 号ロ ）   

（ Ⅰ ） サービス提供の単位  

生活介護の単位とは 、 １ 日を通じ て 、 同時に 、 一体的に提供される生活介護をい う ものであ り 、 次の要件

を満たす場合に限り 、 複数の生活介護の単位を設置する こ とができ る 。   

ⅰ  生活介護が階を隔てるなど 、 同時に 、 ２ つの場所で行われ 、 これらのサービスの提供が一体的に行われ

ている とはいえないこ と 。   

ⅱ  生活介護の単位ご との利用定員が ２ ０ 人以上である こ と 。   

ⅲ  生活介護の単位ご と に必要と される従業者が確保されている こ と 。   

（ Ⅱ ） サービス提供単位ご との従業者の配置  

生活介護の単位ご と に専ら当該生活介護の提供に当たる者を確保する とは 、 生活介護の単位ご と に生活支

援員について 、 当該生活介護の提供時間帯に当該職種の従業者が常に確保され 、 必要な配置を行 う よ う 定め

た ものである （ 例えば専従する生活支援員の場合 、 その員数は １ 人と なるが提供時間帯の ２ 分の １ ずつの時

間専従する生活支援員の場合は 、 その員数と し ては ２ 人が必要と なる ）。   

（ Ⅲ ） 常勤の従業員の配置  

同一施設で複数の生活介護の単位を設置する場合には 、 同時に行われる単位の数の常勤の従業者 （ サービ

ス管理責任者及び医師を除 く 。） が必要と なる ものである 。   

②  自立訓練 （ 機能訓練 ） を行 う 場合 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ２ 号 ）   

ア  看護職員 、 理学療法士又は作業療法士及び生活支援員 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ２ 号イ （ １ ））  
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これらの従業者については 、 その員数の総数が 、 常勤換算方法によ り 、 自立訓練 （ 機能訓練 ） を利用する利用

者の数を ６ で除し た数以上でなければな ら ないものであ り 、 この場合 、 看護職員 、 理学療法士又は作業療法士及

び生活支援員については 、 それぞれについて 、 最低 １ 人以上配置する こ とが必要である 。   

また 、 これらの従業者の う ち 、 看護職員及び生活支援員については 、 それぞれ １ 人以上が常勤でなければな ら

ない 。   

イ  サービス管理責任者 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ２ 号イ （ ２ ））  

生活介護の場合と同趣旨であるため 、 ①のエを参照されたい 。   

ウ  訪問による自立訓練 （ 機能訓練 ） を行 う 場合 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ２ 号ロ ）   

自立訓練 （ 機能訓練 ） は 、 指定障害者支援施設等において行 う ほか 、 当該自立訓練 （ 機能訓練 ） の利用によ り 、

当該指定障害者支援施設等を退所し た利用者の居宅を訪問し て行 う こ と も でき るが 、 この場合 、 当該指定障害者

支援施設等に置 く べき従業者の員数とは別に 、 当該業務を担当する生活支援員を １ 人以上確保する必要がある 。   

エ  機能訓練指導員 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ２ 号ハ ）   

生活介護の場合と同趣旨であるため 、 ①のウを参照されたい 。   

③  自立訓練 （ 生活訓練 ） を行 う 場合 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ３ 号 ）   

ア  生活支援員 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ３ 号イ （ １ ））  

生活支援員の員数が 、 常勤換算方法によ り 、 自立訓練 （ 生活訓練 ） を利用する利用者の数を ６ で除し た数以上

でなければな ら ないものであ り 、 この場合 、 生活支援員について 、 最低 １ 人以上配置する こ とが必要である 。   

また 、 生活支援員は 、 １ 人以上が常勤でなければな ら ない 。   

イ  看護職員を配置する場合 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ３ 号ロ ）   

当該自立訓練 （ 生活訓練 ） において 、 健康上の管理が必要な利用者がいるために看護職員を配置し ている場合

は 、 「 生活支援員 」 を 「 生活支援員及び看護職員 」 と読み替え 、 この場合 、 生活支援員及び看護職員のそれぞれ

について 、 最低 １ 人以上配置する こ とが必要である 。   

ウ  サービス管理責任者 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ３ 号イ （ ２ ））  

生活介護の場合と同趣旨であるため 、 ①のエを参照されたい 。   

エ  訪問による自立訓練 （ 生活訓練 ） を行 う 場合 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ３ 号ハ ）   

自立訓練 （ 機能訓練 ） の場合と同趣旨であるため 、 ②のウを参照されたい 。   

④  就労移行支援を行 う 場合 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ４ 号 ）   

ア  職業指導員及び生活支援員 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ４ 号イ （ １ ））  

職業指導員及び生活支援員については 、 その員数の総数が 、 常勤換算方法によ り 、 就労移行支援を利用する利

用者の数を ６ で除し た数以上でなければな ら ないものであ り 、 この場合 、 職業指導員及び生活支援員のそれぞれ

について 、 最低 １ 人以上配置する こ とが必要である 。   

また 、 職業指導員及び生活支援員の う ち 、 いずれか １ 人以上は常勤でなければな ら ない 。   

イ  就労支援員 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ４ 号イ （ ２ ））  

就労支援員については 、 その員数の総数が 、 常勤換算方法によ り 、 就労移行支援を利用する利用者の数を １ ５

で除し た数以上でなければな ら ない 。 なお 、 職場実習のあっせん 、 求職活動の支援及び就職後の職場定着のため

の支援等 、 障害者に関する就労支援の経験を有し た者が行 う こ とが望ま し い 。   

ウ  サービス管理責任者 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ４ 号イ （ ３ ））  

生活介護の場合と同趣旨であるため 、 ①のエを参照されたい 。   

エ  認定指定障害者支援施設において就労移行支援を行 う 場合の従業者の員数 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ４ 号ロ ）   

（ Ⅰ ） 職業指導員及び生活支援員については 、 その員数の総数が 、 常勤換算方法によ り 、 就労移行支援を利用す

る利用者の数を １ ０ で除し た数以上でなければな ら ないものであ り 、 この場合 、 職業指導員及び生活支援員

のそれぞれについて 、 最低 １ 人以上配置する こ とが必要である 。   

また 、 職業指導員及び生活支援員の う ち 、 いずれか １ 人以上は常勤でなければな ら ない 。   

（ Ⅱ ） サービス管理責任者については 、 生活介護の場合と同趣旨であるため 、 ①のエを参照されたい 。   

（ Ⅲ ） なお 、 認定指定障害者支援施設において就労移行支援を行 う 場合の従業者は 、 あん摩マ ッサージ指圧師 、

はり師及びき ゅ う 師に係る学校又は養成施設の教員との兼務が可能である こ と 。   

⑤  施設入所支援 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ５ 号 ）   

ア  生活支援員 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ５ 号イ （ １ ））  

施設入所支援については 、 夜間の時間帯 （ 午後 １ ０ 時から翌日の午前 ５ 時までの時間を含めた連続する １ ６ 時

間をいい 、 原則と し て 、 指定障害者支援施設等ご と に設定する ものとする 。） において 、 入浴 、 排せつ又は食事

の介護等を適切に提供する必要がある こ とから 、 当該夜間の時間帯を通じ て 、 施設入所支援の単位ご と に 、 利用

定員の規模に応じ 、 夜勤を行 う 生活支援員を必要数配置する ものである 。   

ただ し 、 生活介護以外の昼間実施サービスを利用する利用者に対し てのみその提供が行われる施設入所支援の

単位にあっ ては 、 利用者の障害の程度や当該利用者に対する夜間の時間帯に必要と なる支援の内容等を踏まえ 、

宿直勤務を行 う 生活支援員を １ 以上確保すれば足り る こ と と し た ものである 。   

イ  サービス管理責任者 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ５ 号イ （ ２ ））  

施設入所支援に係るサービス管理責任者については 、 原則と し て 、 昼間実施サービスにおいて配置されるサー

ビス管理責任者が兼ねる ものとする こ と 。   

ウ  施設入所支援の単位 （ 基準第 ４ 条第 １ 項第 ５ 号ロ ）   

生活介護の場合と同趣旨であるため 、 ①のオを参照されたい 。   
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ただ し 、 施設入所支援の単位ご との利用定員が ３ ０ 人以上である必要がある こ と 。   

⑥  昼間実施サービスの従業者と施設入所支援の生活支援員との兼務について  

昼間実施サービスの従業者が施設入所支援の生活支援員を兼務する場合については 、 当該昼間実施サービスの従

業者の員数の算定に当た っ て 、 夜間の時間帯において当該施設入所支援の生活支援員が勤務すべき時間も含めて差

し支えない 。 し たがっ て 、 昼間実施サービス と し て必要と される従業者の員数とは別に 、 施設入所支援の生活支援

員を確保する必要はないこ と 。   

（ 例 ） 昼間 、 生活介護 （ 平均障害程度区分は ４ ） を行 う 指定障害者支援施設であっ て 、 利用定員が ５ ０ 人の場合 （ 常

勤職員が １ 日に勤務すべき時間が ８ 時間である こ と と し た場合 ）   

この場合に必要と なる指定障害者支援施設における従業者の １ 日の勤務延べ時間数は 、   

・  生活介護の従業者  ５ ０ ÷ ５ ＝ １ ０ 人  １ ０ 人× ８ 時間＝ ８ ０ 時間  

・  施設入所支援の生活支援員  １ 人× １ ６ 時間＝ １ ６ 時間  

合計 ９ ６ 時間が必要と なるのではな く 、 夜間の時間帯を通じ て １ 人の生活支援員を確保し た上で 、 合計 ８ ０ 時

間が確保されれば足り る ものである こ と 。   

（ ２ ） 複数の昼間実施サービスを行 う 場合における従業者の員数 （ 基準第 ５ 条 ）   

①  基準第 ５ 条第 １ 項の規定は 、 指定障害者支援施設等が複数の昼間実施サービスを提供する場合にあっ ては 、 当該

昼間実施サービスの利用定員の合計数が ２ ０ 人未満の場合は 、 当該指定障害者支援施設等に置 く べき従業者の う

ち 

１ 人以上が常勤の者であれば足り る ものである 。   

②  同条第 ２ 項の規定は 、 複数の昼間実施サービスを提供する指定障害者支援施設等に置 く べきサービス管理責任者

の数については 、 当該昼間実施サービスの利用定員の合計数に対し て 、 必要な員数が確保されていれば足り る もの

である 。   

２  設備に関する基準  

（ １ ） 訓練 ・ 作業室 （ 基準第 ６ 条第 ２ 項第 １ 号 ）   

訓練 ・ 作業室については 、 面積や数に定めはないが 、 利用者の障害の特性や機能訓練又は生産活動の内容等に応じ

て適切な施設障害福祉サービスが提供されるよ う 、 当該施設障害福祉サービスの種類ご と に 、 適当な広さ又は数の設

備を確保し なければな ら ないものとする 。   

（ ２ ） 廊下幅については 、 従来の規制を緩和し た と こ ろであるが 、 利用者の障害の特性を踏まえた適切な幅員を確保する

と と もに 、 非常災害時において 、 利用者が迅速に避難でき るよ う 、 配慮された ものでなければな ら ない 。  

なお 、 「 中廊下 」 とは 、 廊下の両側に居室等利用者の日常生活に直接使用する設備のある廊下をい う 。   

また 、 こ こ でい う 「 廊下の一部の幅を拡張する こ と によ り 、 利用者 、 従業者等の円滑な往来に支障がないよ う にし な

ければな ら ないこ と 」 とは 、 アルコーブを設ける こ と などによ り 、 利用者又は従業者等がすれ違 う 際にも支障が生じ

ない場合を想定し ている 。   

（ ３ ） 指定障害者支援施設等は 、 利用者の日常生活全般を支援する必要がある こ とから 、 利用者のニーズを踏まえ 、 この

基準に定める設備のほか 、 必要な設備を設けるよ う 努める ものとする こ と 。   

（ ４ ） 経過措置  

指定障害者支援施設等の設備に関する基準については 、 以下の経過措置が設けられているので留意する こ と 。   

①  多目的室の経過措置 （ 基準附則第 １ ５ 条 ）   

施行日において現に存する指定身体障害者更生施設 、 指定身体障害者療護施設 、 指定特定身体障害者入所授産施

設 、 指定知的障害者入所更生施設 、 指定特定知的障害者入所授産施設 、 指定知的障害者通勤寮 、 精神障害者生活訓

練施設及び精神障害者入所授産施設が 、 施設障害福祉サービスを提供する場合における これらの施設の建物 （ 基本

的な設備が完成し ている ものを含み 、 平成 １ ８ 年 １ ０ 月 １ 日以降に増築され 、 又は全面的に改築された部分を除

く 。） については 、 当分の間 、 多目的室を設けないこ とができ る ものである こ と 。   

②  居室の定員の経過措置 （ 基準附則第 １ ６ 条 ）   

施行日において現に存する指定知的障害者入所更生施設 、 指定特定知的障害者入所授産施設又は指定知的障害者

通勤寮 （ 基本的な設備が完成し ている ものを含み 、 この基準の施行の後に増築され 、 又は全面的に改築された部分

を除 く 。） については 、 居室について 、 原則と し て ４ 人以下とする ものである こ と 。   

③  居室面積の経過措置 （ 基準附則第 １ ７ 条 ）   

ア  施行日において現に存する指定身体障害者更生施設 、 指定身体障害者療護施設 、 指定特定身体障害者入所授産

施設 、 指定知的障害者入所更生施設 、 指定特定知的障害者入所授産施設 、 指定知的障害者通勤寮 、 旧身体障害者

福祉法第 １ ７ 条の ３ ２ 第 １ 項に規定する国立施設又は法第 ５ 条第 １ 項に規定するのぞみの園については 、 居室面

積について 、 ６ ． ６ 平方 メ ー ト ル以上とする ものである こ と 。   

イ  施行日において現に存する精神障害者生活訓練施設又は精神障害者入所授産施設については 、 居室面積につい

て 、 ４ ． ４ 平方 メ ー ト ル以上とする ものである こ と 。   

ウ  施行日において現に存する指定身体障害者更生施設若し く は指定特定身体障害者入所授産施設であっ て 、 障害

者自立支援法の一部の施行に伴 う 厚生労働省関係省令の整備に関する省令 （ 平成 １ ８ 年厚生労働省令第 １ ６ ９ 号 。

以下 「 整備省令 」 と い う 。） による廃止前の指定身体障害者更生施設等の設備及び運営に関する基準 （ 平成 １ ４

年厚生労働省令第 ７ ９ 号 ） 附則第 ２ 条第 １ 項若し く は附則第 ４ 条第 １ 項の規定の適用を受けている もの又は指定

知的障害者入所更生施設 、 指定特定知的障害者入所授産施設若し く は指定知的障害者通勤寮であっ て 、 整備省令

による廃止前の指定知的障害者更生施設等の設備及び運営に関する基準 （ 平成 １ ４ 年厚生労働省令第 ８ １ 号 ） 附
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則第 ２ 条から附則第 ４ 条までの規定の適用を受けている ものについては 、 居室面積について 、 ３ ． ３ 平方 メ ー ト

ル以上とする ものである こ と 。   

④  ブザー又はこれに代わる設備の経過措置 （ 基準附則第 １ ８ 条 ）   

施行日において現に存する指定身体障害者更生施設 、 指定特定身体障害者入所授産施設 、 指定知的障害者入所更

生施設 、 指定特定知的障害者入所授産施設 、 指定知的障害者通勤寮 、 精神障害者生活訓練施設又は精神障害者入所

授産施設については 、 当分の間 、 第 ６ 条第 ２ 項第 ２ 号 ト のブザー又はこれに代わる設備を設けないこ とができ る も

のである こ と 。   

⑤  廊下幅の経過措置 （ 基準附則第 １ ９ 条 ）   

ア  施行日において現に存する指定知的障害者入所更生施設又は指定特定知的障害者入所授産施設については 、 廊

下幅について 、 １ ． ３ ５ メ ー ト ル以上とする ものである こ と 。   

イ  施行日において現に存する指定知的障害者通勤寮 、 精神障害者生活訓練施設又は精神障害者入所授産施設につ

いては 、 第 ６ 条第 ２ 項第 ８ 号の規定は当分の間適用し ないものである こ と 。   

ウ  施行日において現に存する指定身体障害者更生施設 、 指定身体障害者療護施設 、 指定特定身体障害者入所授産

施設 、 指定知的障害者入所更生施設又は指定特定知的障害者入所授産施設については 、 第 ６ 条第 ２ 項第 ８ 号ロの

規定は当分の間適用し ないものである こ と 。   

３  運営に関する基準  

（ １ ） 内容及び手続の説明及び同意 （ 基準第 ７ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 利用者に対し適切な施設障害福祉サービスを提供するため 、 その提供の開始に際し 、 あ

らかじめ 、 利用申込者に対し 、 提供する施設障害福祉サービスの種類ご と に 、 当該指定障害者支援施設等の運営規程

の概要 、 従業者の勤務体制 、 事故発生時の対応 、 苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な

重要事項について 、 利用者の障害の特性に応じ 、 適切に配慮されたわかりやすい説明書やパン フ レ ッ ト 等の文書を交

付し て懇切丁寧に説明を行い 、 当該指定障害者支援施設等から施設障害福祉サービスの提供を受ける こ と につき 、 当

該利用申込者の同意を得なければな ら ないこ と と し た ものである 。   

なお 、 利用者及び指定障害者支援施設等双方の保護の立場から書面によ っ て確認する こ とが望ま し いものである 。   

また 、 利用者との間で当該施設障害福祉サービスの提供に係る契約が成立し た と きは 、 当該利用者の障害の特性に

応じ た適切な配慮を も っ て 、 社会福祉法 （ 昭和 ２ ６ 年法律第 ４ ５ 号 ） 第 ７ ７ 条第 １ 項の規定に基づき 、   

①  指定障害者支援施設等の設置者の名称及び主たる事務所の所在地  

②  指定障害者支援施設等が提供する施設障害福祉サービスの内容  

③  施設障害福祉サービスの提供につき利用者が支払 う べき額に関する事項  

④  施設障害福祉サービスの提供開始年月日  

⑤  施設障害福祉サービスに係る苦情を受け付けるための窓口 

を記載し た書面を交付する こ と 。   

なお 、 利用者の承諾を得た場合には当該書面に記載すべき事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法によ り提供する こ とができ る 。   

（ ２ ） 契約支給量の報告等 （ 基準第 ８ 条 ）   

①  契約支給量等の受給者証への記載  

指定障害者支援施設等は 、 施設障害福祉サービスの提供に係る契約が成立し た時は 、 利用者の受給者証に当該指

定障害者支援施設等の設置者及びその施設の名称 、 当該指定障害者支援施設等が提供する施設障害福祉サービスの

内容 、 当該指定障害者支援施設等の設置者が当該利用者に提供する月当た りの施設障害福祉サービスの提供量 （ 契

約支給量 ）、 契約日等の必要な事項を記載する こ と 。   

なお 、 当該契約に係る施設障害福祉サービスの提供が終了し た場合にはその年月日を 、 月途中で終了し た場合に

は当該月で既に提供し た施設障害福祉サービスの量を記載する こ と と し た ものである 。   

②  契約支給量  

基準第 ８ 条第 ２ 項は 、 受給者証に記載すべき契約支給量の総量は 、 当該利用者の支給量を超えてはな ら ないこ と

と し た ものである 。   

③  市町村への報告  

同条第 ３ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 ①の規定による記載を し た場合には 、 遅滞な く 市町村に対し て 、 当該

記載事項を報告する と と もに 、 当該利用者が退所する場合には 、 その理由等を報告し なければな ら ないこ と と し た

ものである 。   

（ ３ ） 提供拒否の禁止 （ 基準第 ９ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 原則と し て 、 利用申込みに対し て応じ なければな ら ないこ と を規定し た ものであ り 、 特

に 、 障害程度区分や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否する こ と を禁止する ものである 。 提供を拒むこ とので

き る正当な理由がある場合とは 、   

①  当該指定障害者支援施設等の利用定員を超える利用申込みがあった場合  

②  入院治療の必要がある場合  

③  当該指定障害者支援施設等が提供する施設障害福祉サービスの主たる対象とする障害の種類を定めている場合 、

その他利用者に対し自ら適切な施設障害福祉サービスを提供する こ とが困難な場合である 。   

（ ４ ） 連絡調整に対する協力 （ 基準第 １ ０ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 当該施設等の利用について市町村又は相談支援事業者から 、 利用者の紹介 、 地域におけ
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るサービス担当者会議への出席依頼等の連絡調整等に対し 、 指定障害者支援施設等の円滑な利用の観点から 、 でき る

限り協力し なければな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ ５ ） サービス提供困難時の対応 （ 基準第 １ １ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 基準第 ９ 条の正当な理由によ り 、 利用申込者に対し自ら適切な施設障害福祉サービスを

提供する こ とが困難である と認めた場合には 、 同条の規定によ り 、 適当な他の指定障害者支援施設等の紹介その他の

必要な措置を速やかに講じ なければな ら ないものである 。   

（ ６ ） 受給資格の確認 （ 基準第 １ ２ 条 ）   

指定障害者支援施設等の利用に係る介護給付費等を受ける こ とができ るのは 、 支給決定障害者に限られる ものであ

る こ と を踏まえ 、 指定障害者支援施設等は 、 施設障害福祉サービスの提供の開始に際し 、 利用者の提示する受給者証

によ っ て 、 支給決定の有無 、 支給決定の有効期間 、 支給量などサービス提供に必要な事項を確かめなければな ら ない

こ と と し た ものである 。   

特に 、 生活介護及び施設入所支援の利用につき介護給付費の支給を受ける こ とができ るのは 、 障害程度区分の認定

を受けている支給決定障害者の う ち 、 区分 ４ 以上 （ ５ ０ 歳以上の支給決定障害者にあっ ては 、 区分 ３ 以上 ） のもの

（ 経過措置利用者は除 く 。） に限られる ものである こ と に留意する こ と 。   

（ ７ ） 介護給付費又は訓練等給付費の支給の申請に係る援助 （ 基準第 １ ３ 条 ）   

①  支給決定を受けていない者  

基準第 １ ３ 条第 １ 項は 、 支給決定を受けていない者から利用の申込みを受けた場合には 、 その者の意向を踏まえ

て速やかに介護給付費等の支給申請に必要な援助を行 う こ と とする ものである 。    

②  利用継続のための援助  

同条第 ２ 項は 、 利用者の支給決定に係る支給期間の終了に伴い 、 引き続き当該利用者が当該指定障害者支援施設

等のサービスを利用する意向がある場合には 、 市町村の標準処理期間を勘案し 、 あらかじめ余裕を も っ て当該利用

者が支給申請を行 う こ とができ るよ う 申請勧奨等の必要な援助を行 う こ と を定めた ものである 。   

（ ８ ） 心身の状況等の把握 （ 基準第 １ ４ 条 ）   

基準第 １ ４ 条は 、 指定障害者支援施設等は 、 利用者の日常生活全般を支援する観点から 、 当該利用者の障害の程度

やその客観的なニーズ等に即し た適切な施設障害福祉サービスが提供されるよ う 、 当該利用者の心身の状況 、 その置

かれている環境 、 他の福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければな ら ないこ と を規定し た ものである 。   

（ ９ ） 指定障害福祉サービス事業者等との連携 （ 基準第 １ ５ 条 ）   

①  基準第 １ ５ 条第 １ 項は 、 指定障害者支援施設等が 、 施設障害福祉サービスを提供するに当た っ ては 、 外部の障害

福祉サービスの利用も含め 、 利用者の障害の程度や客観的なニーズ等に即し たサービスの選択が可能と なるよ う 、

他の障害福祉サービス事業者等との連携を密接に行 う こ と と し た ものである 。   

②  同条第 ２ 項は 、 指定障害者支援施設等が 、 施設障害福祉サービスの提供を終了するに際し ては 、 利用者が当該施

設を退所し た後 、 地域生活への円滑な移行が可能と なるよ う 、 他の障害福祉サービス事業者等との連携を密接に行

う こ と と し た ものである 。   

（ １ ０ ） 身分を証する書類の携行 （ 基準第 １ ６ 条 ）   

指定障害者支援施設等が 、 自立訓練 （ 機能訓練 ） 又は自立訓練 （ 生活訓練 ） の利用に係る利用者 （ 当該指定障害者支

援施設等を退所し 、 居宅において引き続き自立訓練 （ 機能訓練 ） 又は自立訓練 （ 生活訓練 ） を利用する者を含む 。 以

下この第 １ ６ 条において同じ 。） の居宅を訪問し て 、 自立訓練 （ 機能訓練 ） 又は自立訓練 （ 生活訓練 ） を行 う 場合に

は 、 利用者が安心し て施設障害福祉サービスの提供を受けられるよ う 、 当該指定障害者支援施設等の従業者に身分を

明らかにする証書や名札等を携行させ 、 初回訪問時及び利用者又はその家族から求められた と きは 、 これを提示すべ

き旨を指導し なければな ら ないこ と と し た ものである 。   

なお 、 この証書等には 、 当該指定障害者支援施設等の名称 、 当該従業者の氏名を記載する ものと し 、 当該従業者の

写真の貼付や職能の記載を行 う こ とが望ま し い 。   

（ １ １ ） サービスの提供の記録 （ 基準第 １ ７ 条 ）   

①  記録の時期  

ア  基準第１７条第 １ 項は 、 利用者及び指定障害者支援施設等が 、 その時点での施設障害福祉サービスの利用状況

等を把握でき る よ う にするため 、 指定障害者支援施設等は 、 当該指定障害者支援施設等において施設入所支援を

受ける者以外の者に対し て施設障害福祉サービスを提供し た際には 、 当該施設障害福祉サービスの提供日 、 提供

し たサービスの具体的内容 、 利用者負担額等の利用者に伝達すべき必要な事項を 、 後日一括し て記録するのでは

な く 、 サービスを提供する都度記録し なければな ら ないこ と と し た ものである 。 
イ  基準第１７条第 ２ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 当該指定障害者支援施設等において施設入所支援を受ける

者に対し て施設障害福祉サービスを提供する場合であっ て 、 当該記録を適切に行 う こ とができ る場合においては 、

これらの事項について後日一括し て記録する こ と も差し支えないこ と と し た ものである 。  

②  利用者の確認  

基準第 １ ７ 条第 ３ 項は 、 同条第 １ 項及び第 ２ 項のサービスの提供の記録について 、 サービスの提供に係る適切な

手続を確保する観点から 、 利用者の確認を得なければな ら ないこ と と し た ものである 。  

（ １ ２ ） 指定障害者支援施設等が支給決定障害者に求める こ とのでき る金銭の支払の範囲等 （ 基準第 １ ８ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 基準第 １ ９ 条第 １ 項から第 ４ 項までに規定する額のほか曖昧な名目による不適切な費用

の領収を行 う こ とはできないこ と と し た ものであるが 、 利用者の直接便益を向上させる ものについては 、 次の要件を

満たす場合に 、 当該利用者に金銭の支払を求める こ とは差し支えないものである 。   
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①  施設障害福祉サービスのサービスの提供の一環と し て行われる ものではないサービスの提供に要する費用である

こ と 。   

②  利用者に求める金額 、 その使途及び金銭の支払を求める理由について記載し た書面を当該利用者に交付し 、 説明

を行 う と と もに 、 当該利用者の同意を得ている こ と 。   

（ １ ３ ） 利用者負担額等の受領 （ 基準第 １ ９ 条 ）   

①  利用者負担額の受領  

基準第 １ ９ 条第 １ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 法定代理受領サービス と し て提供される施設障害福祉サービ

スについての利用者負担額と し て 、 介護給付費等の基準額の １ 割 （ ただ し 、 法第 ３ １ 条の規定の適用によ り介護給

付費等の給付率が ９ 割でない場合については 、 それに応じ た割合と し 、 負担上限月額を上限とする 。） の支払を受

けなければな らないこ と を規定し た ものである 。   

②  法定代理受領を行わない場合  

同条第 ２ 項は 、 指定障害者支援施設等が法定代理受領を行わない施設障害福祉サービスを提供し た際には 、 利用

者から 、 利用者負担額のほか 、 当該施設障害福祉サービスにつき法第 ２ ９ 条第 ３ 項に規定する厚生労働大臣が定め

る基準によ り算定し た費用の額 （ その額が現に当該施設障害福祉サービスに要し た費用 （ 法第 ２ ９ 条第 １ 項に規定

する特定費用を除 く 。） の額を超える と きは 、 当該施設障害福祉サービスに要し た費用の額 ） の支払を受ける もの

と し た ものである 。   

③  その他受領が可能な費用の範囲  

同条第 ３ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 前 ２ 項の支払を受ける額のほか 、 施設障害福祉サービスにおいて提供

される便宜に要する費用の う ち 、 当該施設障害福祉サービスの種類ご と に 、 次に掲げる費用の支払を受ける こ とが

でき る こ と と し 、 介護給付費等の対象と な っ ているサービス と明確に区分されない曖昧な名目による費用の支払を

受ける こ とは認めないこ と と し た ものである 。   

ア  生活介護を行 う 場合  

（ Ⅰ ） 食事の提供に要する費用  

（ Ⅱ ） 創作的活動に係る材料費  

（ Ⅲ ） 日用品費  

（ Ⅳ ） その他の日常生活において も通常必要と なる ものに係る費用であっ て 、 利用者に負担させる こ とが適当と

認められる もの  

イ  自立訓練 （ 機能訓練 ）、 自立訓練 （ 生活訓練 ） 又は就労移行支援を行 う 場合  

（ Ⅰ ） 食事の提供に要する費用  

（ Ⅱ ） 日用品費  

（ Ⅲ ） その他の日常生活において も通常必要と なる ものに係る費用であっ て 、 利用者に負担させる こ とが適当と

認められる もの  

ウ  施設入所支援を行 う 場合  

（ Ⅰ ） 食事の提供に要する費用及び光熱水費  

（ Ⅱ ） 利用者が選定する特別な居室 （ 国若し く は地方公共団体の負担若し く は補助又はこれらに準ずる ものを受

けて建築され 、 買収され 、 又は改造された ものを除 く 。） の提供を行った こ と に伴い必要と なる費用  

（ Ⅲ ） 被服費  

（ Ⅳ ） 日用品費  

（ Ⅴ ） その他の日常生活において も通常必要と なる ものに係る費用であっ て 、 利用者に負担させる こ とが適当と

認められる もの 

なお 、 アの （ Ⅳ ）、 イの （ Ⅲ ） 及びウの （ Ⅴ ） の具体的な範囲については 、 「 障害福祉サービス等におけ

る日常生活に要する費用の取扱いについて 」 （ 平成 １ ８ 年 １ ２ 月 ６ 日付け障発第 １ ２ ０ ６ ０ ０ ２ 号当職通

知 ） による ものとする 。   

④  領収書の交付  

同条第 ５ 項は 、 同条第 １ 項から第 ３ 項の規定による額の支払を受けた場合には 、 当該利用者に対し て領収証を交

付する こ と と し た ものである 。   

⑤  利用者の事前の同意  

同条第 ６ 項は 、 同条第 ３ 項の費用の額に係るサービスの提供に当た っ ては 、 あらかじめ 、 利用者に対し 、 当該 

サービスの内容及び費用について説明を行い 、 当該利用者の同意を得なければな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ １ ４ ） 利用者負担額に係る管理 （ 基準第 ２ ０ 条 ）   

①  基準第 ２ ０ 条第 １ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 施設入所支援を受けている支給決定障害者が同一の月に当該

指定障害者支援施設等が提供する施設障害福祉サービス及び他の障害福祉サービス等を受けた と きは 、 当該施設障

害福祉サービス及び当該他の障害福祉サービス等に係る利用者負担額を算定し なければな ら ないこ と と されたが 、

その具体的な取扱いについては 、 別に通知する と こ ろによる ものとする 。   

②  同条第 ２ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 昼間実施サービスのみを利用する支給決定障害者の依頼を受けて 、 利

用者負担額に係る管理を行 う こ と と されたが 、 その具体的な取扱いについては 、 別に通知する と こ ろによる ものと

する 。   

（ １ ５ ） 介護給付費又は訓練等給付費の額に係る通知等 （ 基準第 ２ １ 条 ）   

①  利用者への通知  

基準第 ２ １ 条第 １ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 市町村から法定代理受領を行 う 施設障害福祉サービスに係る

介護給付費等の支給を受けた場合は 、 支給決定障害者に対し 、 当該支給決定障害者に係る介護給付費等の額を通知
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する こ と と し たものである 。   

②  サービス提供証明書の利用者への交付  

同条第 ２ 項は 、 基準第 １ ９ 条第 ２ 項の規定によ る額の支払を受けた場合には 、 提供し た施設障害福祉サービスの内

容 、 費用の額その他利用者が介護給付費等を請求する上で必要と認められる事項を記載し たサービス提供証明書を

利用者に交付し なければな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ １ ６ ） 施設障害福祉サービスの取扱方針 （ 基準第 ２ ２ 条 ）  

①  基準第 ２ ２ 条第 ２ 項に規定する支援上必要な事項とは 、 施設障害福祉サービス計画の目標及び内容のほか 、 行事

及び日課等も含むものである 。   

②  同条第 ３ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 自らその提供する施設障害福祉サービスの質の評価を行 う こ とはも と

よ り 、 第三者による外部評価の導入を図るよ う 努め 、 常にサービスを提供する施設と し ての質の改善を図ら なけれ

ばな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ １ ７ ） 施設障害福祉サービス計画の作成等 （ 基準第 ２ ３ 条 ）  

①  基準第 ２ ３ 条においては 、 サービス管理責任者が作成すべき施設障害福祉サービス計画について規定し ている 。   

施設障害福祉サービス計画は 、 利用者及びその家族の生活に対する意向 、 総合的な支援の方針 、 生活全般の質を向

上させるための課題 、 施設障害福祉サービスの目標及びその達成時期 、 施設障害福祉サービスを提供する上での留

意事項等を記載し た書面である 。   

また 、 施設障害福祉サービス計画は 、 利用者の能力 、 その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を

通じ て利用者の希望する生活や課題等の把握を行い 、 利用者が自立し た日常生活を営むこ とができ るよ う 支援する

上での適切な支援内容の検討に基づいて立案される ものである 。   

②  サービス管理責任者の役割  

サービス管理責任者は 、 当該指定障害者支援施設等以外の保健医療サービス又はその他の福祉サービス等との連

携も含めて 、 施設障害福祉サービス計画の原案を作成し 、 以下の手順によ り施設障害福祉サービス計画に基づ く 支

援を実施する ものである 。   

ア  利用者に対する施設障害福祉サービス計画の提供に当たる担当者を招集し て行 う 会議を開催し 、 施設障害福祉

サービス計画の原案について意見を求める こ と  

イ  当該施設障害福祉サービス計画の原案の内容について 、 利用者及びその家族に対し て説明し 、 文書によ り当該

利用者の同意を得る こ と  

ウ  利用者へ当該施設障害福祉サービス計画を交付する こ と  

エ  当該施設障害福祉サービス計画の実施状況の把握及び施設障害福祉サービス計画を見直すべきかど う かについ

ての検討 （ 当該検討は 、 昼間 、 生活介護を利用する ものにあっ ては少な く と も ６ 月に １ 回以上 、 自立訓練 （ 機能

訓練 ）、 自立訓練 （ 生活訓練 ） 又は就労移行支援を利用する ものにあっ ては少な く と も ３ 月に １ 回以上行われ 、

必要に応じ て施設障害福祉サービス計画の変更を行 う 必要がある こ と 。） を行 う こ と  

（ １ ８ ） サービス管理責任者の責務 （ 基準第 ２ ４ 条 ）   

サービス管理責任者は 、 施設障害福祉サービス計画の作成のほか 、 次の業務を担 う ものである 。   

①  利用申込みに際し 、 当該利用者に係る他の障害福祉サービス等の提供状況の把握を行 う こ と  

②  指定障害者支援施設等を退所し 、 自立し た日常生活を営むこ とが可能かど う か 、 定期的に点検する と と もに 、 自

立し た日常生活を営むこ とが可能と認められる利用者に対し 、 地域生活への移行へ向けた支援を行 う こ と  

③  他の従業者に対し て 、 施設障害福祉サービスの提供に係る技術的な指導及び助言を行 う こ と  

（ １ ９ ） 相談等 （ 基準第 ２ ５ 条 ）   

①  基準第 ２ ５ 条第 １ 項は 、 常に利用者の心身の状況 、 その置かれている環境等の的確な把握に努め 、 常時必要な相

談 

及び援助を行い得る体制を と る こ と によ り 、 積極的に利用者の生活の質の向上を図る こ と を趣旨とする ものである 。  

②  同条第 ２ 項は 、 利用者が当該指定障害者支援施設が提供する昼間実施サービス以外の外部の障害福祉サービス事

業者等による生活介護 、 自立訓練 （ 機能訓練 ）、 自立訓練 （ 生活訓練 ）、 就労移行支援 、 就労継続支援 Ａ 型又は就

労継続支援Ｂ型の利用を希望する場合には 、 当該利用者の希望を踏まえ 、 地域における障害福祉サービス事業者等

に関する情報提供及び当該利用者と外部の障害福祉サービス事業者等との利用契約締結に当た っ ての支援など 、 必

要な支援を行わなければな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ ２ ０ ） 介護 （ 基準第 ２ ６ 条 ）   

①  施設障害福祉サービスの提供に当た っ ては 、 利用者の人格に十分配慮し 、 施設障害福祉サービス計画によ るサー

ビスの目標等を念頭において行 う こ とが基本であ り 、 利用者の心身の状況に応じ て 、 適切な技術を も っ て介護を提

供し 、 又は必要な支援を行 う ものとする 。   

②  排せつの介護は 、 利用者の心身の状況や排せつ状況などを も と に 、 自立支援の観点から 、 ト イ レ誘導や排せつ介

助等について適切な方法によ り実施する ものとする 。   

③  利用者がおむつを使用せざるを得ない場合には 、 その心身及び活動の状況に適し たおむつを提供する と と もに 、

おむつ交換は 、 頻繁に行えばよい と い う こ と ではな く 、 利用者の排せつ状況を踏まえて実施する ものとする 。   

④  指定障害者支援施設等は 、 利用者にと っ て生活の場である こ とから 、 居宅における生活と同様に 、 通常の一日の

生活の流れに沿っ て 、 離床 、 着替え 、 整容など利用者の心身の状況に応じ た日常生活上の世話を適切に行 う ものと

する 。   

⑤  基準第 ２ ６ 条第 ６ 項に規定する 「 常に １ 人以上の従業者を介護に従事させなければな ら ない 」 とは 、 夜間も含め

て適切な介護を提供でき るよ う に介護に従事する生活支援員の勤務体制を定めてお く と と もに 、 複数の施設入所支

援の単位など ２ 以上の生活支援員の勤務体制を組む場合は 、 それぞれの勤務体制において常時 １ 人以上の生活支援



 10

員の配置を行わなければな ら ないこ と を規定し た ものである 。   

また 、 施設障害福祉サービスの提供に当た っ ては 、 施設障害福祉サービスの種類及びその提供内容に応じ て 、 従

業者の勤務体制を適切に組むものとする 。   

（ ２ １ ） 訓練 （ 基準第 ２ ７ 条 ）   

①  基準第 ２ ７ 条第 ２ 項に定める訓練の提供に当た っ ては 、 利用者の人格に十分配慮し 、 施設障害福祉サービス計画

によるサービスの目標等を念頭において行 う こ とが基本であ り 、 利用者の心身の状況に応じ て 、 適切な技術を も っ

て訓練又は必要な支援を行 う ものとする 。   

また 、 当該訓練は 、 単に身体機能の維持又は向上のための訓練を行 う のみな らず 、 利用者が当該施設を退所し 、

地域において自立し た日常生活又は社会生活を営めるよ う 、 当該利用者の生活全般にわたる諸課題を解決するため

の訓練も含め 、 総合的な支援を行 う ものでなければな ら ないこ と 。   

②  同条第 ３ 項に規定する 「 常時 １ 人以上の従業者を訓練に従事させる 」 とは 、 適切な訓練を行 う こ とができ るよ う

に訓練に従事する従業者の勤務体制を定めてお く と と もに 、 ２ 以上の生活支援員の勤務体制を組む場合は 、 それぞ

れの勤務体制において常時 １ 人以上の常勤の生活支援員の配置を行わなければな ら ないものである 。   

（ ２ ２ ） 生産活動 （ 基準第 ２ ８ 条 ）   

生産活動を実施するに当た っ ては 、 次の事項について留意する こ と 。   

①  生産活動の内容 （ 基準第 ２ ８ 条第 １ 項 ）   

生産活動の内容については 、 地域の実情 、 製品及びサービスの需給状況及び業界の動向を常時把握するほか 、 利

用者の心身の状況 、 利用者本人の意向 、 適性 、 障害の特性 、 能力などを考慮し 、 多種多様な生産活動の場を提供で

き る よ う に努めなければな ら ないものと し た ものである 。   

②  生産活動による利用者の疲労軽減等への配慮 （ 基準第 ２ ８ 条第 ２ 項 ）   

指定障害者支援施設等は 、 生産活動の機会を提供するに当た っ ては 、 利用者の障害の特性 、 能力などに配慮し 、

生産活動への参加が利用者の過重な負担と な ら ないよ う 、 生産活動への従事時間の工夫 、 休憩時間の付与 、 効率的

に作業を行 う ための設備や備品の活用等によ り 、 利用者の負担ができ る限り軽減されるよ う 、 配慮し なければな ら

ないものである 。   

③  障害特性を踏まえた工夫 （ 基準第 ２ ８ 条第 ３ 項 ）   

指定障害者支援施設等は 、 生産活動の機会を提供するに当た っ ては 、 実施する生産活動の能率の向上が図られる

よ う 常に作業設備 、 作業工具 、 作業の工程などの改善に努めなければな ら ないものである 。   

④  生産活動の安全管理 （ 基準第 ２ ８ 条第 ４ 項 ）   

指定障害者支援施設等は 、 生産活動の機会の提供をするに当た っ ては 、 利用者が行 う 生産活動の安全性を確保す

るため 、 必要な措置を講ずる義務がある ものである 。   

（ ２ ３ ） 工賃の支払 （ 基準第 ２ ９ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 生産活動に従事し ている利用者に 、 当該生産活動に係る事業の収入から当該事業に必要

な経費を控除し た額に相当する金額を工賃と し て支払わなければな ら ないこ と と し た ものである 。   

なお 、 この場合の指定障害者支援施設等における会計処理については 、 「 就労支援等の事業に関する会計処理の取

扱いについて 」 （ 平成 １ ８ 年 １ ０ 月 ２ 日付け社援発第 １ ０ ０ ２ ０ ０ １ 号厚生労働省社会 ・ 援護局長通知 ） を参照され

たい 。   

（ ２ ４ ） 実習の実施 （ 基準第 ３ ０ 条 ）   

実習については 、 施設障害福祉サービス計画に基づき 、 利用者の心身の状況及びその希望に応じ た適切な受入先が

複数確保でき る よ う 、 就労支援員が中心と な り 、 その開拓に努める こ と 。   

なお 、 実習時において 、 指定障害者支援施設等における就労支援員等の職員が随行し ない期間がある場合には 、 当

該期間中に 、 実習先における利用者の状況について 、 利用者本人や実習先事業者から聞き取り を行 う こ と によ り 、 日

報を作成する と と もに 、 少な く と も １ 週間ご と に 、 当該聞き取りの内容等を元に 、 施設障害福祉サービス計画の内容

の確認及び必要に応じ た見直し を行 う よ う 努める こ と 。   

また 、 受入先の確保に当た っ ては 、 公共職業安定所 、 障害者就業 ・ 生活支援セン ター 、 盲学校 、 聾学校及び養護学

校等の関係機関と連携し て行 う こ と 。   

（ ２ ５ ） 求職活動の支援等の実施 （ 基準第 ３ １ 条 ）   

求職活動については 、 施設障害福祉サービス計画に基づき 、 公共職業安定所での求職の登録 、 合同就職面接会や企

業面接への参加などの機会を提供する と と もに 、 当該求職活動が円滑に行える よ う 、 就労支援員が必要に応じ支援す

る こ と 。   

（ ２ ６ ） 職場への定着のための支援の実施 （ 基準第 ３ ２ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 利用者が円滑に職場に定着でき るよ う 、 利用者が就職し てから 、 少な く と も ６ 月以上の

間 、 障害者就業 ・ 生活支援セン ターや職場適応援助者と連携を図り ながら 、 事業主に対する助言 、 就職後に生じ た職

場不適応への対応等について 、 職場訪問や家庭訪問等による適切な相談支援を行 う こ と 。   

なお 、 こ う し た指定障害者支援施設等による職場への定着支援は 、 無期限に行 う のではな く 、 概ね ６ 月間程度経過

し た後に 、 障害者就業 ・ 生活支援セン ター等の就労支援機関によ り 、 利用者に対する適切な相談支援が継続的に行わ

れるよ う 、 当該就労支援機関との必要な調整を行 う こ とが望ま し いこ と 。   

（ ２ ７ ） 就職状況の報告 （ 基準第 ３ ３ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 毎年度 、 前年度における就職し た利用者の数 、 就職後 ６ 月以上職場定着し ている者の数

を 、 都道府県に報告し なければな ら ないこ と 。   

（ ２ ８ ） 食事 （ 基準第 ３ ４ 条 ）   
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①  基準第 ３ ４ 条第 １ 項に規定する 「 正当な理由 」 とは 、   

ア  明らかに利用者が適切な食事を確保でき る状態にある場合  

イ  利用者の心身の状況から 、 明らかに適切でない内容の食事を求められた場合  

等をいい 、 食事の提供を安易に拒んではな ら ないものである こ と 。   

②  栄養管理等  

食事の提供は 、 利用者の支援に極めて重要な影響を与える ものである こ とから 、 当該指定障害者支援施設等にお

いて食事の提供を行 う 場合については 、 利用者の年齢や障害の特性に応じ て 、 適切な栄養量及び内容の食事を確保

するため 、 管理栄養士又は栄養士による栄養管理が行われる必要がある こ と 。   

なお 、 施設入所支援の利用定員が ４ １ 人以上である指定障害者支援施設等であっ て 、 当該施設に管理栄養士又は

栄養士を配置し 、 適切な栄養管理を行っ ている場合については 、 報酬上 、 「 栄養管理体制加算 」 の対象と し ている

こ と 。   

また 、 食事の提供を外部の事業者へ委託する こ とは差し支えないが 、 指定障害者支援施設等は 、 受託事業者に対

し 、 利用者の嗜好や障害の特性等が食事の内容に反映されるよ う 、 定期的に調整を行わなければな ら ないものであ

る 。   

③  食事の内容  

利用者に提供される食事の内容については 、 でき るだけ変化に富み 、 利用者の年齢や利用者の障害の特性に配慮

し た ものと し 、 栄養的にもバラ ンスのとれた ものとする こ と 。   

④  調理及び配膳に当た っ ては 、 食品及び利用者の使用する食器その他の設備の衛生管理に努める こ と （ 食品衛生法

施行規則別表第 ８ 上欄参照 ）。   

⑤  指定障害者支援施設等において食事の提供を行 う 場合であっ て 、 栄養士を置かない と きは 、 保健所等の指導を受

けるよ う に努めなければな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ ２ ９ ） 社会生活上の便宜の供与等 （ 基準第 ３ ５ 条 ）   

①  基準第 ３ ５ 条第 １ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 画一的なサービスを提供するのではな く 、 利用者が自らの趣

味又は嗜好に応じ た活動を通じ て充実し た日常生活を送る こ とができ るよ う に努めなければな ら ないこ と と し た も

のである 。   

②  同条第 ２ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 郵便 、 証明書等の交付申請等 、 利用者が必要とする手続等について 、

利用者又はその家族が行 う こ とが困難な場合は 、 原則と し てその都度 、 その者の同意を得た上で代行し なければな

らないこ と とする ものである 。 特に金銭にかかる ものについては書面等を も っ て事前に同意を得る と と もに 、 代行

し た後はその都度本人に確認を得る ものとする 。   

③  同条第 ３ 項は 、 指定障害者支援施設等は 、 利用者の家族に対し 、 当該施設の会報の送付 、 当該施設等が実施する

行事への参加の呼びかけ等によ っ て利用者と その家族が交流でき る機会等を確保するよ う 努めなければな ら ないこ

と とする ものである 。   

また 、 利用者と家族の面会の場所や時間等について も 、 利用者やその家族の利便に配慮し た ものとするよ う 努め

なければな ら ないこ と とする ものである 。   

（ ３ ０ ） 健康管理 （ 基準第 ３ ６ 条 ）   

①  基準第 ３ ６ 条第 １ 項は 、 利用者の健康管理は 、 保健所等との連絡の上 、 医師又は看護職員その他適当な者を健康

管理の責任者と し 、 利用者の健康状態に応じ て健康保持のための適切な措置を講じ る こ と と し た ものである 。   

②  同条第 ２ 項は 、 毎年 、 年 ２ 回以上定期的に健康診断を行 う こ と によ り 、 利用者の健康状態を適切に把握する必要

がある 。   

（ ３ １ ） 緊急時等の対応 （ 基準第 ３ ７ 条 ）   

指定障害者支援施設等が 、 現に施設障害福祉サービスの提供を行っ ている と きに 、 利用者に病状の急変が生じ た場

合その他必要な場合は 、 運営規程に定められた緊急時の対応方法に基づき 、 医療機関への連絡を行 う などの必要な措

置を講じ なければな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ ３ ２ ） 施設入所支援利用者の入院期間中の取扱い （ 基準第 ３ ８ 条 ）   

①  「 入院後おおむね ３ 月以内に退院する こ とが見込まれる 」 かど う かの判断は 、 利用者の入院先の病院及び診療所

の医師に確認するなどの方法による こ と 。   

②  「 必要に応じ て適切な便宜を供与する 」 とは 、 利用者及びその家族の同意の上での入退院の手続やその他の個々

の状況に応じ た便宜を図る こ と を指すものである 。   

③  「 やむを得ない事情がある場合 」 とは 、 単に当初予定の退院日に満床である こ と を も っ て該当する ものではな く 、

例えば 、 利用者の退院が予定よ り早まるなどの理由によ り 、 ベ ッ ド の確保が間に合わない場合等を指すものである 。

施設側の都合は 、 基本的には該当し ないこ と に留意する こ と 。   

なお 、 前記の例示の場合であっ て も 、 再入所が可能なベ ッ ド の確保ができ るまでの間 、 短期入所の利用を検討す

るなどによ り 、 利用者の生活に支障を来さ ないよ う 努める必要がある 。   

④  利用者の入院期間中のベ ッ ド は 、 短期入所等に利用し て も差し支えないが 、 当該利用者が退院する際に円滑に再

入所でき るよ う 、 その利用は計画的な ものでなければな ら ない 。   

（ ３ ３ ） 支給決定障害者に関する市町村への通知 （ 基準第 ３ ９ 条 ）   

法第 ８ 条第 １ 項の規定によ り 、 市町村は 、 偽り その他不正な手段によ っ て介護給付費等の支給を受けた者がある と

きは 、 その者から 、 その支給を受けた額に相当する金額の全部又は一部を徴収する こ とができ る こ と にかんがみ 、 指

定障害者支援施設等は 、 その利用者が偽り その他不正な手段によ っ て介護給付費等の支給を受け 、 又は受けよ う と し

た と きは 、 介護給付費等の適正化の観点から遅滞な く 、 意見を付し て市町村に通知し なければな ら ないこ と と し た も

のである 。   
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（ ３ ４ ） 管理者による管理等 （ 基準第 ４ ０ 条 ）   

基準第 ４ ０ 条は 、 指定障害者支援施設等の管理者の責務と し て 、 当該施設の従業者の管理及び当該施設の実施状況

の把握その他の管理を一元的に行 う と と もに 、 当該施設の従業者に基準の第二章第三節 （ 運営に関する基準 ） の規定

を遵守させるため必要な指揮命令を行 う こ と と し た ものである 。    

（ ３ ５ ） 運営規程 （ 基準第 ４ １ 条 ）   

指定障害者支援施設等の適正な運営及び利用者に対する適切な施設障害福祉サービスの提供を確保するため 、 同条

第 １ 号から第 １ ３ 号までに掲げる事項を内容とする規程を定める こ と を指定障害者支援施設等ご と に義務づけた もの

であるが 、 特に次の点に留意する ものとする 。   

①  提供する施設障害福祉サービスの種類ご との利用定員 （ 基準第 ４ １ 条第 ５ 号 ）   

利用定員は 、 施設障害福祉サービスの種類ご と に定める ものと し 、 具体的には次のと お り とする こ と 。   

ア  昼間実施サービス  

同時に昼間実施サービスの提供を受ける こ とができ る利用者の数の上限をい う ものである こ と 。 なお 、 複数の

生活介護の単位が設置されている場合にあっ ては 、 当該生活介護の単位ご と に利用定員を定める必要がある こ と 。   

イ  施設入所支援  

施設入所支援の事業の専用の居室のベ ッ ド 数と同数とする こ と 。 なお 、 複数の施設入所支援の単位が設置され

ている場合にあっ ては 、 当該施設入所支援の単位ご と に利用定員を定める必要がある こ と 。   

②  提供する施設障害福祉サービスの種類ご との内容並びに支給決定障害者から受領する費用の種類及びその額 （ 基

準第 ４ １ 条第 ６ 号 ）   

「 施設障害福祉サービスの種類ご との内容 」 とは 、 年間行事 ・ レ ク リ エーシ ョ ン及び日課等を含めたサービスの

内容を指すものである こ と 。 また 、 「 支給決定障害者から受領する費用の種類及びその額 」 とは 、 基準第 １ ９ 条第

３ 項によ り支払を受ける こ とが認められている費用の額を指すものである こ と 。   

③  昼間実施サービスに係る通常の事業の実施地域 （ 基準第 ４ １ 条第 ７ 号 ）   

指定障害者支援施設等が定める通常の送迎の実施地域は 、 客観的にその区域が特定される ものとする こ と 。 なお 、

指定障害者支援施設等へは利用者自ら通 う こ と を基本と し ているが 、 生活介護の利用者の う ち 、 障害の程度等によ

り自ら通所する こ とが困難な利用者に対し ては 、 円滑な生活介護の利用が図られるよ う 、 当該指定障害者支援施設

等が送迎を実施するなどの配慮を行 う 必要がある こ と 。   

④  サービス利用に当た っ ての留意事項 （ 基準第 ４ １ 条第 ８ 号 ）   

利用者が施設障害福祉サービスの提供を受ける際に 、 利用者側が留意すべき事項 （ 入所期間中の生活上のルール 、

設備の利用上の注意事項等 ） を指すものである こ と 。   

⑤  非常災害対策 （ 基準第 ４ １ 条第 １ ０ 号 ）   

基準第 ４ ４ 条に規定する非常災害対策に関する具体的計画を指すものである こ と 。   

⑥  提供する施設障害福祉サービスの種類ご と に主たる対象と する障害の種類を定めた場合には当該障害の種類 （ 基

準第 ４ １ 条第 １ １ 号 ）   

指定障害者支援施設等は 、 障害種別にかかわらず利用者を受け入れる こ と を基本とするが 、 施設障害福祉サービ

スの提供に当た っ ては 、 利用者の障害の特性に応じ た専門性に十分配慮する必要がある こ とから 、 提供するサービ

スの専門性を確保するため 、 特に必要がある場合において 、 あらかじめ 、 障害種別によ り 「 主たる対象者 」 を定め

る こ とができ る こ と と し た ものである 。   

なお 、 当該対象者からサービス利用の申込みがあった場合には 、 応諾義務が課せられる ものである 。   

⑦  虐待の防止のための措置に関する事項 （ 基準第 ４ １ 条第 １ ２ 号 ）   

「 虐待の防止のための措置 」 については 、 「 障害者 （ 児 ） 施設における虐待の防止について 」 （ 平成 １ ７ 年 １ ０

月 ２ ０ 日付け当職通知 ） によ り 、 施設における虐待を未然に防止するための対策及び虐待が発生し た場合の対応に

ついて 、 地方自治体に向け技術的助言を行っ ている と こ ろであるが 、 よ り実効性を担保する観点から 、 指定障害者

支援施設等において も 、 利用者に対する虐待を早期に発見し て迅速かつ適切な対応が図られるための必要な措置に

ついて 、 あらかじめ運営規程に定める こ と と し た ものである 。 具体的には 、  

ア  虐待の防止に関する責任者の選定  

イ  成年後見制度の利用支援  

ウ  苦情解決体制の整備  

エ  従業者に対する虐待の防止を啓発 ・ 普及するための研修の実施 （ 研修方法や研修計画など ）   

等を指すものである こ と 。   

⑧  その他運営に関する事項 （ 基準第 ４ １ 条第 １ ３ 号 ）   

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行 う 際の手続に

ついて定めてお く など苦情解決の体制等について定めてお く こ とが望ま し い 。   

（ ３ ６ ） 勤務体制の確保等 （ 基準第 ４ ２ 条 ）   

利用者に対する適切な施設障害福祉サービスの提供を確保するため 、 従業者の勤務体制等について規定し た もので

あるが 、 次の点に留意する ものとする 。   

①  基準第 ４ ２ 条第 １ 項は 、 指定障害者支援施設等ご と に 、 原則と し て月ご との勤務表 （ 従業員の勤務体制を生活介

護の単位等によ り ２ 以上で行っ ている場合は 、 その勤務体制ご との勤務表 ） を作成し 、 従業者の日々の勤務時間 、

常勤 ・ 非常勤の別 、 管理者との兼務関係等を明確にする こ と を定めた ものである こ と 。   

②  同条第 ２ 項は 、 指定障害者支援施設等は原則と し て 、 当該施設の従業者によ っ て施設障害福祉サービスを提供す

べきであるが 、 洗濯等の利用者への介護 ・ 支援に直接影響を及ぼさ ない業務については 、 第三者への委託等を行 う

こ と を認める ものである こ と 。   
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③  同条第 ３ 項は 、 指定障害者支援施設等の従業者の資質の向上を図るため 、 研修機関が実施する研修や当該施設内

の研修への参加の機会を計画的に確保する こ と を定めた ものである こ と 。   

（ ３ ７ ） 定員の遵守 （ 基準第 ４ ３ 条 ）   

利用者に対する施設障害福祉サービスの提供に支障が生ずる こ とのないよ う 、 原則と し て 、 指定障害者支援施設等

が定める施設障害福祉サービスの種類ご との利用定員を超えた利用者の受入を禁止する ものであるが 、 次に該当する

利用定員を超えた利用者の受入については 、 適正なサービスの提供が確保される こ と を前提と し 、 地域の社会資源の

状況等から新規の利用者を当該指定障害者支援施設等において受け入れる必要がある場合等やむを得ない事情が存す

る場合に限り 、 可能とする こ と と し たのも である 。   

①  昼間実施サービス  

ア  １ 日当た りの利用者の数  

（ Ⅰ ） 利用定員 ５ ０ 人以下の指定障害者支援施設等の場合  

１ 日当た りの利用者の数 （ 複数の生活介護の単位が設置されている場合にあっ ては 、 当該生活介護の単位

ご との利用者の数 。 （（Ⅱ ） 及びイにおいて同じ 。） が 、 利用定員 （ 複数の生活介護の単位が設置されている

場合にあっ ては 、 当該生活介護の単位ご との利用定員 。 （ イ及び②において同じ 。） に １ ５ ０ ％を乗じ て得

た数以下と な っている こ と 。  

（ Ⅱ ） 利用定員 ５ １ 人以上の指定障害者支援施設等の場合  

１ 日当た りの利用者の数が 、 利用定員から ５ ０ を差し引いた数に １ ２ ５ ％を乗じ て得た数に 、 ７ ５ を加え

て得た数以下と な っ ている こ と 。   

イ  過去 ３ 月間の利用者の数  

過去 ３ 月間の利用者の延べ数が 、 利用定員に開所日数を乗じ て得た数に １ ２ ５ ％を乗じ て得た数以下と な っ て

いる こ と 。   

ただ し 、 定員 １ １ 人以下の場合は 、 過去 ３ 月間の利用者の延べ数が 、 定員の数に ３ を加えて得た数に開所日数

を乗じ て得た数以下と な っ ている こ と 。   

②  施設入所支援  

ア  １ 日当た りの利用者の数  

（ Ⅰ ） 利用定員 ５ ０ 人以下の指定障害者支援施設等の場合  

１ 日当た りの利用者の数 （ 複数の施設入所支援の単位が設置されている場合にあっ ては 、 当該施設入所支

援の単位ご との利用者の数 。 （ イ及び②において同じ 。） が 、 利用定員 （ 複数の施設入所支援の単位が設置

されている場合にあっ ては 、 当該施設入所支援の単位ご との利用定員 。 （ イ及び②において同じ 。） に １ １

０ ％を乗じ て得た数以下と な っ ている こ と 。   

（ Ⅱ ） 利用定員 ５ １ 人以上の指定障害者支援施設等の場合  

１ 日当た りの利用者の数が 、 利用定員から ５ ０ を差し引いた数に １ ０ ５ ％を乗じ て得た数に 、 ５ ５ を加え

て得た数以下と な っ ている こ と 。   

イ  過去 ３ 月間の利用者の数  

過去 ３ 月間の利用者の延べ数が 、 利用定員に開所日数を乗じ て得た数に １ ０ ５ ％を乗じ て得た数以下と な っ て

いる こ と 。   

ただ し 、 定員 １ １ 人以下の場合は 、 過去 ３ 月間の利用者の延べ数が 、 定員の数に ３ を加えて得た数に開所日数

を乗じ て得た数以下と な っ ている こ と 。   

（ ３ ８ ） 非常災害対策 （ 基準第 ４ ４ 条 ）   

①  非常災害に際し て必要な諸設備の整備や具体的計画の策定 、 関係機関への通報及び連携体制の整備 、 避難 、 救出

訓練の実施等その対策の万全を期さ なければな ら ないこ と と し た ものである 。   

②  「 消火設備その他の非常災害に際し て必要な設備 」 とは 、 消防法 （ 昭和 ２ ３ 年法律第 １ ８ ６ 号 ） その他法令等に

規定された設備を示し てお り 、 それらの設備を確実に設置し なければな ら ない 。   

③  「 非常災害に関する具体的計画 」 とは 、 消防法施行規則 （ 昭和 ３ ６ 年自治省令第 ６ 号 ） 第 ３ 条に規定する消防計

画 （ これに準ずる計画を含む 。） 及び風水害 、 地震等の災害に対処するための計画をい う 。 この場合 、 消防計画の

策定及びこれに基づ く 消防業務の実施は 、 消防法第 ８ 条の規定に基づき定められる者に行わせる ものとする 。   

④  「 関係機関への通報及び連携体制の整備 」 とは 、 火災等の災害時に 、 地域の消防機関へ速やかに通報する体制を

と るよ う 従業者に周知徹底する と と もに 、 日頃から消防団や地域住民との連携を図り 、 火災等の際に消火 ・ 避難等

に協力し て も ら えるよ う な体制作り を求める こ と と し た ものである 。   

（ ３ ９ ） 衛生管理等 （ 基準第 ４ ５ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 従業者の清潔の保持及び健康状態の管理に努めるべきであ り 、 特に 、 従業者が感染源と

なる こ と を予防し 、 また従業者を感染の危険から守るため 、 手指を洗浄するための設備や使い捨ての手袋等感染を予

防するための備品等を備えるなど対策を講じ るべき こ と を規定し た ものであ り 、 このほか 、 次の点に留意する ものと

する 。   

①  指定障害者支援施設等は 、 感染症又は食中毒の発生及びまん延を防止するための措置等について 、 必要に応じ て

保健所の助言 、 指導を求める と と もに 、 常に密接な連携を保つこ と 。   

②  特にイ ン フルエンザ対策 、 腸管出血性大腸菌感染症対策 、 レジオネラ症対策等については 、 その発生及びまん延

を防止するための措置について 、 別途通知等が発出されているので 、 これに基づき 、 適切な措置を講じ る こ と 。   

③  空調設備等によ り施設内の適温の確保に努める こ と 。   

（ ４ ０ ） 協力医療機関等 （ 基準第 ４ ６ 条 ）   

基準第 ４ ６ 条第 １ 項の協力医療機関及び同条第 ２ 項の協力歯科医療機関は 、 指定障害者支援施設等から近距離にあ
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る こ とが望ま し いものである こ と 。   

（ ４ １ ） 身体拘束等の禁止 （ 基準第 ４ ８ 条 ）   

利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き 、 身体的拘束等を行っ てはな ら

ず 、 緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行 う 場合にあっ て も 、 その態様及び時間 、 その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録し なければな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ ４ ２ ） 秘密保持等 （ 基準第 ４ ９ 条 ）   

①  基準第 ４ ９ 条第 １ 項は 、 指定障害者支援施設等の従業者及び管理者に 、 その業務上知り得た利用者又はその家族

の秘密の保持を義務付けた ものである 。   

②  同条第 ２ 項は 、 指定障害者支援施設等に対し て 、 過去に当該指定障害者支援施設等の従業者及び管理者であった

者が 、 その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすこ とがないよ う 必要な措置を取る こ と を義務付けた

ものであ り 、 具体的には 、 指定障害者支援施設等は 、 当該指定障害者支援施設等の従業者等が 、 従業者等でな く な

った後において も これらの秘密を保持すべき旨を従業者の雇用時等に取り決め 、 例えば違約金についての定めを置

く などの措置を講ずべき こ と と する ものである 。   

③  同条第 ３ 項は 、 利用者が当該指定障害者支援施設等以外のサービスを利用する等の理由によ り 、 当該施設以外の

他の障害福祉サービス事業者等に対し て情報の提供を行 う 場合には 、 あらかじめ 、 文書によ り利用者から同意を得

る必要がある こ と を規定し た ものである 。   

（ ４ ３ ） 利益供与等の禁止 （ 基準第 ５ １ 条 ）   

①  基準第 ５ １ 条第 １ 項は 、 相談支援事業者又は他の障害福祉サービス事業者等による指定障害者支援施設等の紹介

が公正中立に行われるよ う 、 指定障害者支援施設等は 、 相談支援事業者又は他の障害福祉サービス事業者等に対し 、

当該施設を紹介する こ との対償と し て 、 金品その他の財産上の利益を供与し てはな ら ない旨を規定し た ものである 。   

②  同条第 ２ 項は 、 利用者によ る退所後の相談支援事業者又は他の障害福祉サービス事業者等の選択が公正中立に行

われるよ う 、 指定障害者支援施設等は 、 相談支援事業者若し く は他の障害福祉サービス事業者等又はその従業者か

ら 、 当該施設からの退所者等を紹介する こ との対償と し て 、 金品その他の財産上の利益を収受し てはな ら ない旨を

規定し た ものである 。   

（ ４ ４ ） 苦情解決 （ 基準第 ５ ２ 条 ）   

①  基準第 ５ ２ 条第 １ 項にい う 「 必要な措置 」 とは 、 具体的には 、 相談窓口 、 苦情解決の体制及び手順等指定障害者

支援施設等における苦情を解決するための措置を講ずる こ と をい う ものである 。 当該措置の概要については 、 利用

申込者にサービスの内容を説明する文書に記載し 、 当該施設に掲示する こ とが望ま し い 。   

②  同条第 ２ 項は 、 苦情に対し指定障害者支援施設等が組織と し て迅速かつ適切に対応するため 、 当該苦情 （ 指定障

害者支援施設等が提供し たサービス とは関係のないものを除 く 。） の受付日 、 内容等を記録する こ と を義務付けた

ものである 。   

また 、 指定障害者支援施設等は 、 苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報である との認識に立ち 、 苦

情の内容を踏まえ 、 サービスの質の向上に向けた取組を自ら行 う べきである 。   

③  同条第 ７ 項は 、 社会福祉法上 、 都道府県社会福祉協議会の運営適正化委員会が福祉サービスに関する苦情の解決

について相談等を行 う こ と と されている こ と を受けて 、 運営適正化委員会が行 う 同法第 ８ ５ 条に規定する調査又が 

あっせんにでき るだけ協力する こ と と し た ものである 。   

（ ４ ５ ） 地域との連携等 （ 基準第 ５ ３ 条 ）   

指定障害者支援施設等が地域に開かれた ものと し て運営されるよ う 、 地域の住民やボラ ンテ ィ ア団体等の連携及び

協力を行 う 等の地域との交流に努めなければな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ ４ ６ ） 事故発生時の対応 （ 基準第 ５ ４ 条 ）   

利用者が安心し て施設障害福祉サービスの提供を受けられるよ う 、 指定障害者支援施設等は 、 利用者に対する施設

障害福祉サービスの提供によ り事故が発生し た場合は 、 速やかに都道府県及び市町村 、 当該利用者の家族等に対し て

連絡を行 う 等の必要な措置を講じ るべき こ と と する と と もに 、 事故の状況及び事故に際し て採った措置について記録

し 、 また 、 利用者に対する施設障害福祉サービスの提供によ り賠償すべき事故が発生し た場合は 、 損害賠償を速やか

に行わなければな ら ないこ と と し た ものである 。   

このほか 、 以下の点に留意する ものとする 。   

①  指定障害者支援施設等は 、 利用者に対する施設障害福祉サービスの提供によ り事故が発生し た場合の対応方法に

ついては 、 あらかじめ定めてお く こ とが望ま し いこ と 。   

②  指定障害者支援施設等は 、 賠償すべき事態において速やかに賠償を行 う ため 、 損害賠償保険に加入し てお く こ と

が望ま し いこ と 。   

③  指定障害者支援施設等は 、 事故が生じ た際にはその原因を解明し 、 再発生を防ぐための対策を講じ る こ と 。 なお 、

「 福祉サービスにおける危機管理 （ リ ス ク マネジ メ ン ト ） に関する取り組み指針 」 （ 平成 １ ４ 年 ３ 月 ２ ８ 日福祉サ

ービスにおける危機管理に関する検討会 ） が示されているので 、 参考にされたい 。   

（ ４ ７ ） 会計の区分 （ 基準第 ５ ５ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 施設障害福祉サービスの種類ご と に経理を区分する と と もに 、 施設障害福祉サービスの

事業の会計と その他の事業の会計を区分し なければな ら ないこ と と し た ものである 。   

（ ４ ８ ） 記録の整備 （ 基準第 ５ ６ 条 ）   

指定障害者支援施設等は 、 少な く と も次に掲げる記録をその完結の日から ５ 年間備えておかなければな ら ないこ と

と し た ものである 。   
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①  施設障害福祉サービスに関する記録  

ア  基準第 １ ７ 条第 １ 項及び第 ２ 項に規定するサービスの提供の記録  

イ  基準第 ２ ３ 条第 １ 項に規定する施設障害福祉サービス計画  

ウ  基準第 ４ ８ 条第 ２ 項に規定する身体拘束等の記録  

エ  基準第 ５ ２ 条第 ２ 項に規定する苦情の内容等の記録  

オ  基準第 ５ ４ 条第 ２ 項に規定する事故の状況及び事故に際し て採った処置についての記録  

②  基準第 ３ ９ 条に規定する市町村への通知係る記録  

 

４  附則  

（ １ ） 経過的指定障害者支援施設等に置 く べき従業者の員数 （ 基準附則第 ３ 条 ）   

基準附則第 ３ 条は 、 平成 ２ ４ 年 ３ 月 ３ １ 日までの間 、 経過措置利用者に対し て生活介護 、 就労継続支援 Ａ 型 、 就労

継続支援Ｂ型又は施設入所支援を提供する指定障害者支援施設 （ 以下 「 経過的指定障害者支援施設等 」 と い う 。） に

置 く べき従業者の員数を定めた ものである 。   

①  生活介護を行 う 場合  

ア  医師 、 機能訓練指導員及びサービス管理責任者  

指定障害者支援施設等の場合と同趣旨であるため 、 第三の １ の （ １ ） の①を参照されたい 。   

イ  看護職員 、 理学療法士又は作業療法士及び生活支援員  

これらの従業者については 、 生活介護の単位ご と に 、 常勤換算方法によ り 、 経過措置利用者以外の利用者に対

する必要数と経過措置利用者の数を １ ０ で除し て得た数を合計し て得た数以上でなければな ら ないものである 。   

また 、 看護職員及び生活支援員については 、 それぞれについて最低 １ 人以上配置する と と もに 、 必要と される

看護職員及び生活支援員の う ち 、 １ 人以上は常勤でなければな ら ない 。   

②  自立訓練 （ 機能訓練 ） を行 う 場合  

指定障害者支援施設等の場合と同趣旨であるため 、 第三の １ の （ １ ） の②を参照されたい 。   

③  自立訓練 （ 生活訓練 ） を行 う 場合  

指定障害者支援施設等の場合と同趣旨であるため 、 第三の １ の （ １ ） の③を参照されたい 。   

④  就労移行支援を行 う 場合  

指定障害者支援施設等の場合と同趣旨であるため 、 第三の １ の （ １ ） の④を参照されたい 。   

⑤  就労継続支援 Ａ 型又は就労継続支援Ｂ型を行 う 場合  

ア  職業指導員及び生活支援員  

これらの従業者については 、 その員数の総数が 、 常勤換算方法によ り 、 利用者の数を １ ０ で除し た数以上でな

ければな ら ないものであ り 、 この場合 、 職業指導員及び生活支援員については 、 それぞれについて 、 最低 １ 人以

上配置する こ とが必要である 。   

また 、 職業指導員及び生活支援員の う ち 、 いずれか １ 人以上は常勤でなければな ら ない 。   

なお 、 職業指導員及び生活支援員の員数は 、 雇用関係の有無を問わず 、 利用者たる障害者の人数に基づき算定す

る こ と 。   

イ  サービス管理責任者  

生活介護の場合と同趣旨であるため 、 第三の １ の （ １ ） の①のエを参照されたい 。   

⑥  施設入所支援を行 う 場合  

指定障害者支援施設等の場合と同趣旨であるため 、 第三の １ の （ １ ） の⑤を参照されたい 。   

（ ２ ） 複数の昼間実施サービスを行 う 指定障害者支援施設等における従業者の員数 （ 基準附則第 ４ 条 ）   

指定障害者支援施設等の場合と同趣旨であるため 、 第三の １ の （ ２ ） を参照されたい 。   

（ ３ ） 設備 （ 基準附則第 ５ 条 ）   

経過的指定障害者支援施設等は 、 就労継続支援 Ａ 型又は就労継続支援Ｂ型の提供に当た っ て支障がない場合は 、 訓

練 ・ 作業室を設けないこ とができ る こ と と し た ものである 。   

（ ４ ） 雇用契約の締結等 （ 基準附則第 ６ 条 ）   

就労継続支援 Ａ 型を利用する利用者の う ち 、 雇用契約を締結し た者については 、 労働基準法等労働関係法規の適用

を受ける労働者に該当するが 、 雇用契約によ ら ない利用者については労働者には該当し ないこ とから 、 これらの作業

内容及び作業場所を区分するなど 、 利用者が提供する役務と賃金等との関係が明確になるよ う 、 配慮する こ と 。   

なお 、 利用者の労働者性に関する具体的な考え方については 、 別に通知する と こ ろによる 。   

（ ５ ） 就労 （ 基準附則第 ７ 条 ）   

就労継続支援 Ａ 型の提供に当た っ ては 、 地域の実情 、 製品及びサービスの需給状況及び業界の動向を常時把握する

ほか 、 利用者の心身の状況 、 利用者の意向又は障害の特性などを考慮し 、 多種多様な生産活動の場を提供でき るよ う

に努めなければな ら ないものと し た ものである 。   

（ ６ ） 賃金等 （ 基準附則第 ８ 条 ）   

雇用契約を締結し ている利用者については 、 契約上の賃金を支払 う こ と 。 なお 、 最低賃金適用除外許可申請に関し

ては 、 別に通知する と こ ろによ る 。   

また 、 雇用契約によ ら ない利用者に対する工賃の支払については 、 生産活動に係る事業の収入から 、 上記雇用契約

を締結し ている者に対する賃金も含め 、 生産活動に必要な経費を控除し た額に相当する金額を支払 う こ と 。   

（ ７ ） 工賃の支払等 （ 基準附則第 ９ 条 ）   

都道府県は 、 前年度の工賃の平均額が月額 ３ ， ０ ０ ０ 円を下回る場合 、 工賃を向上させるための指導を行 う こ と 。   
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また 、 経過的指定障害者支援施設等は 、 毎年度 、 当該年度における目標工賃と 、 前年度における工賃実績を利用者

に通知する と と もに 、 都道府県に届け出なければな ら ないこ と 。   

なお 、 具体的な届出方法については別に通知する と こ ろによる 。   

（ ８ ） 実習の実施 （ 基準附則第 １ ０ 条 ）   

指定障害者支援施設等の場合と同趣旨であるため 、 第三の ３ の （ ２ ４ ） を参照されたい 。   

（ ９ ） 求職活動の支援等の実施 （ 基準附則第 １ １ 条 ）   

指定障害者支援施設等の場合と同趣旨であるため 、 第三の ３ の （ ２ ５ ） を参照されたい 。   

（ １ ０ ） 職場への定着のための支援等の実施 （ 基準附則第 １ ２ 条 ）   

指定障害者支援施設等の場合と同趣旨であるため 、 第三の ３ の （ ２ ６ ） を参照されたい 。   

（ １ １ ） 利用者及び従業者以外の者の雇用 （ 基準附則第 １ ３ 条 ）   

経過的指定障害者支援施設等は 、 利用者以外に 、 就労の機会の提供と し て行われる指定就労継続支援 Ａ 型に従事す

る障害者以外の職員 （ 基準附則第 ３ 条第 １ 項第 ５ 号によ り必要と される従業者は含まない 。） を 、 利用定員 （ 雇用契

約によ ら ない利用者に係る利用定員を含む 。） の規模に応じ た数を上限と し て雇用する こ とができ る こ と を定めた も

のである 。 ただ し 、 身体障害者福祉工場 、 知的障害者福祉工場及び精神障害者福祉工場の う ち 、 既に当該上限数を超

える障害者以外の職員を福祉工場において行われる事業に従事する職員と し て雇用し ている ものが 、 経過的指定障害

者支援施設等に転換する場合については 、 当分の間 、 同条の規定による基準を満たすための計画を都道府県知事に提

出し た場合に限り 、 同条の規定による上限数を超えた職員の雇用が引き続き可能である 。   

なお 、 経過的指定障害者支援施設等において就労の機会の提供と し て行われる就労継続支援 Ａ 型は 、 利用者のため

に行われる ものである こ と にかんがみ 、 障害者以外の者の雇用に当た っ ては 、 当該雇用によ り利用者の賃金や工賃の

低下を招 く こ とがないよ う 、 その人数等について 、 十分に配慮する こ と 。   


